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Construction and the business system of B to B 
marketing strategy ― Part 4 
 




 高千穂論業の第 47 巻第 3 号で B to B マーケティングにおける関係性を強化
するために仕組みやシステムを構築して成果を上げている NEC（日本電気株
式会社）を取り上げ、同じく第 47 巻第 4 号で文具品という消費財を扱いなが
らサービスによる差別化をおこなって、文具店との関係を構築し相互の利益を
獲得し共存しているプラス株式会社・ジョイテックスカンパニーの戦略を論じ、
第 48 巻第 1 号第 2 号合併号ではタカノ株式会社の産学連携を中心としたイノ






















2.3. スコープ 3（Scope3）について 
 2.3.1. 背景と概要 
 2.3.2. 我が国としての取組みの意義及びガイドライン作成の目的 
 2.3.3. サプライチェーンの把握・管理の目的及び効果 
 2.3.4. 用語の定義 
 2.3.5. GHG プロトコルとの比較 









ろうスコープ 3（Scope3）について取り上げていきたい。スコープ 3 （Scope3）
とはまだまだ、一般的ではないが、2011 年 10 月に国際団体「GHG プロトコル」
B to B マーケティング戦略の構築と実務体系―その 4 
231 
が、サプライチェーン全体にわたる広範囲の GHG（温室効果ガス）排出量算定・












































出所：Philip Kotler Gray Armstrong “Marketing 6e” Person Education , inc, 2003 p23を筆者が訳を
おこなう。
















































配慮をあらわす言葉として 3R（Reduce 減らす Reuse 繰り返し使う Recycle 資
源を再生する）があるが、それに Refuse（ごみになるものを拒否する）と Retain
（長持ちさせる）2つのRを加えて鈴木は 5Rを主張する。そして、同時にRepair






え方がある。それを玄場は以下の図のように 3 つに類型化して示している。 
 










































































頼、責任、満足、絆、隔たりの 5 つの要素から成り立っているとしている。 
強いて比較するとコトラーらは、組織的な見方で、ビガーマンは営業個人を



































































































































































































が 1972 年の第 3 回世界未来研究会議および 73 年に「探究」で 7 つのテーゼで
あるとしている。その 7 つのテーゼについて尾崎は以下のように示している。 
（１）、「人をあくまで〔関係論的・全フィールド的イメージ〕の中で把握する。
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象の環境リーダー育成修士課程の企画運営に携わられている。そこでの活動の

































































うとともに、パッケージ重量を 3 分の 1 に削減、またはリサイクル率を上げるこ
とで廃棄物を削減していくとしている。パッケージ関連の調達方針も公表してお
り、そこでは持続可能な方法で管理された森林からの素材、もしくはリサイクル
素材で作られたパッケージ用紙やダンボール紙の割合を 2015 年までに 75％、さ














この認証制度を導入したことで、B to C いわゆる意識の高い生活者たちに訴


















2.3. スコープ 3（Scope3）について 
2.3.1. 背景と概要 
環境省 経済産業省が 2013 年 3 月に出した「サプライチェーンを通じた温室
効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン Ver2.0」というものがある。ス




























「GHG プロトコル SCOPE32 算定報告基準（Corporate Value Chain (Scope3) 
Accounting and Reporting Standard）」（以下「スコープ 3（Scope3）基準」と








カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト（Carbon Disclosure Project, 
CDP） 3 や気候変動報告フレームワーク（Climate Change Reporting 
Framework, CCRF）4 等では、Scope3 排出量の情報開示を求める動きが出て
きており、CDP の Investor CDP Global 500 Report 2011 では 274 社が、









































(3) 直接排出量（Scope1 排出量） 
組織境界における温室効果ガスの排出源からの直接的な大気中への温室効
果ガスの排出量。JIS Q 14064-1 における「直接的な温室効果ガス（GHG）の










































(4) エネルギー起源間接排出量（Scope2 排出量） 
他者から供給を受けた電気、熱の利用により発生した電気、熱の生成段階で
の CO2 排出量。JIS Q 14064-1 における「エネルギー起源の間接的な温室効果
ガス（GHG）の排出量」、スコープ 3（Scope3）基準における「Scope2 emissions」
のうち CO2 排出量のみに限定した排出量であり、スコープ 3（Scope3）基準に
は含まない発電所での自家消費及び送配電ロスも含む。 
(5) その他の間接排出量（Scope3 排出量） 
直接排出量、エネルギー起源間接排出量以外の事業者のサプライチェーンに




































CO2 排出量、貨物の輸送量 1 トンキロあたりの CO2 排出量、廃棄物の焼却量
1t あたりの CO2 排出量など。 
(14) 5.5ガス 
サプライチェーン排出量で算定対象とする 6 ガス（CO2, CH4, N2O, HFC, 
















2.5. GHG プロトコルとの比較 
GHG プロトコルでは、発電所での自家消費分及び送配電ロスをスコープ 3




このため、GHG プロトコルにおける Scope2 と本ガイドラインにおける
Scope2 では電力の使用に伴う排出の算定対象が厳密には異なる範囲となって
いるが、Scope2 と Scope3 カテゴリ 3 を合計すると同一の範囲が算定対象と
なっているとしている。 
また、このガイダンスでは Scope2 は CO2 のみを対象としているが、GHG
プロトコルにおける Scope2 では、CO2 に限定されていないため、算定対象と
しているガスが異なっている。しかし、日本国温室効果ガスインベントリ報告











効果ガス排出量の開示について調査した結果である「CDP Global 500 Climate 
Change Report 2013」を公表している。その調査結果において、本田技研工業




企業の 12 社のうちの 1 社に選ばれたxxxiv、と発表している。ではどのような取
り組みをおこなったのかを見ていきたい。 
 















るよう進化を続け、その結果、2011 年度に引き続いて行った 2012 年度の算定
結果は、ホンダの企業活動によって排出された温室効果ガス排出量が 495 万 t- 
CO2e、その他の間接排出も含めた、ホンダに関わるバリュー・チェーン全体で







ないとしている。2020 年における製品 CO2 排出量の低減目標を、「全世界平均
で 2000 年比 30％低減する」と定めて、製品の燃費向上に努めている、とのこ
とである。 
一方でこの目標を達成しても、当面ホンダの「スコープ 3（Scope3）・カテ
































用されている GHG 算定基準である「GHG プロトコル」に準拠した値として公
表しました。特に製品使用時の排出を含む分類「スコープ 3（Scope3）」のデー
タを業界では世界で初めて開示しました。2011 年度ホンダから排出された CO2
の総排出量は 2 億 2,506 万 t-CO2e で、そのうち販売された製品が生涯にわたっ










の Honda の環境経営方針であるxxxvi。としている。 



































ルギーの導入により、Well-to-Wheel の観点で CO2 排出のゼロ化を目指す。 
また、その過程では、ゼロ化技術の開発と並行して、製品の燃費向上や物流
の輸送効率の向上など、製品のライフサイクルおよび企業活動における CO2


















ついては、2020 年の製品の CO2 関して、ホンダは、最重要課題と認識してい
る「気候変動・エネルギー問題」に対応するためには、製品から排出される CO2
の低減が必要だと考えている。そのため、2020 年を目標年として、四輪車、二
輪車、汎用製品のそれぞれで使用時の CO2 排出量原単位を 2000 年比 30％低減





























らわずか 5 週間で何万件もの電話問い合わせがあり、契約は 473 件、お客様のご
家庭に設置された太陽光発電は合計 1.5MW となったxliii、としている。 
そして、日本では、国内での環境保全活動の実行レベルを高め、先進性を維

















































































































































































これらのことが示唆することは従来の 2社間取引を中心としたB to Bマーケ
ティングから企業間連携の変化と企業内の意識変革、人というものの本性、グ















一方で Chistian  Homburg らによる B to B 企業の 372 社に対しての調査の
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3 京都議定書の概要は環境省のホームページを参考のこと 
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